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 当社グループは、人材派遣・請負、人材紹介事業、再就職支援事業、アウトソーシング事業及びその他の
事業を行っており、連結子会社42社及び持分法適用関連会社５社は次のとおりであります。 

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金 

（百万円）

主要な事業 

の内容

議決権の 

所有割合 

（％）

関係内容

（連結子会社） 

株式会社パソナ 

          (注)３ 
東京都千代田区 3,000 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

業務委託先 

役員の兼任３名 

資金援助 

株式会社ベネフィット・ワン 

            (注)３,４ 
東京都渋谷区 1,427 

アウトソーシング

事業 
52.71 

福利厚生業務の委託先 

役員の兼任３名 

株式会社パソナテック 

             (注)３,４ 
東京都渋谷区 551 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
60.87 

商標の許諾 

業務委託先 

役員の兼任１名  

株式会社パソナキャリア 東京都千代田区 399 

人材派遣・請負、 

人材紹介事業、 

再就職支援事業 

83.62 

経営管理  

商標の許諾 

役員の兼任２名  

資金の借入 

株式会社ＨＲパートナーズ  東京都千代田区 165 その他の事業 
78.18 

(3.63) 

経営管理 

役員の兼任１名 

株式会社ＮＡＲＰ  東京都墨田区 160 その他の事業 
94.38 

(23.75) 

経営管理 

役員の兼任１名 

株式会社ファイナンシャルサン 

            (注)６ 
東京都千代田区 150 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 
100.00 役員の兼任２名  

株式会社関西雇用創出機構 

           (注)６ 
大阪市北区 120 その他の事業 85.00 

経営管理 

業務委託先  

役員の兼任２名 

株式会社パソナエンジニアリン

グ 
東京都中央区 100 

人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任２名 

資金援助 

株式会社関東雇用創出機構  

           (注)６ 
東京都千代田区 100 その他の事業 

86.33 

(1.11) 

経営管理 

業務委託先  

役員の兼任４名  

資金援助  

株式会社パソナインシュアラン

ス 
東京都千代田区 75 

人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

商標の許諾 

役員の兼任２名  

株式会社パソナ京都  京都市下京区 72 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
51.00 

ロイヤリティの受取  

役員の兼任３名  

株式会社パソナユース 東京都渋谷区 65 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理  

商標の許諾 

役員の兼任３名  

株式会社パソナテンプトゥパー

ム    
東京都千代田区 60 

人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

株式会社パソナエンパワー 東京都中央区 55 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
57.14 

商標の許諾 

役員の兼任２名  

株式会社パソナグローバル 東京都千代田区 50 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任３名 

株式会社パソナフォーチュン 東京都中央区 50 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
98.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任２名 

株式会社パソナeプロフェッシ

ョナル 
大阪市北区 50 

人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
51.00 

商標の許諾 

役員の兼任２名 

資金援助 

株式会社パソナスポーツメイト 東京都千代田区 40 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

業務委託 

役員の兼任１名 

株式会社パソナ岡山 岡山県岡山市 30 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
70.00 

ロイヤリティの受取  

役員の兼任１名  

株式会社パソナスパークル 大阪市北区 30 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
90.00 

経営管理 

商標の許諾 

業務委託先  

役員の兼任２名  
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名称 住所 
資本金 

（百万円）

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合 

（％）

関係内容 

株式会社パソナレップパワー 東京都千代田区 25 その他の事業 100.00 

経営管理 

商標の許諾 

業務委託先  

役員の兼任１名  

株式会社パソナソーシング 東京都千代田区 20 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任２名  

資金の借入 

株式会社パソナフォスター 東京都千代田区 10 その他の事業  100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

株式会社パソナロジコム 神戸市中央区 10 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業  
100.00 

経営管理 

商標の許諾 

役員の兼任１名  

株式会社パソナハートフル 東京都千代田区 10 その他の事業 100.00 

経営管理 

商標の許諾 

業務委託先  

役員の兼任２名 

株式会社グローバルヘルスケア 

                  (注)７ 
東京都渋谷区 72 

アウトソーシング

事業 

70.43 

(70.43) 
― 

株式会社ベネフィットワン・パ

ートナーズ 

             (注)７ 

東京都渋谷区 50 
アウトソーシング

事業 

100.00 

(100.00) 
役員の兼任１名 

株式会社スピークライン 

             (注)７ 
東京都渋谷区 20 

アウトソーシング

事業 

85.00 

(85.00) 
― 

TEAM PASONA INDIA COMPANY 

LIMITED 
New Delhi,India 

千印ルピー 

33,780 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 
51.00 役員の兼任１名 

Pasona N A, Inc. New York,USA 
千米ドル 

654 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 

商標の許諾 

資金援助  

Pasona Taiwan Co., Ltd. Taipei,Taiwan 
千新台湾ドル

12,000 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

Pasona Employment Agency 

(Thailand) Co., Ltd. 

                     (注)５ 

Bangkok,Thailand 
千タイバーツ 

12,010 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 
49.04 

商標の許諾 

資金援助 

Pasona Singapore Pte. Ltd. Singapore 

千シンガポール 

ドル 

500 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

資金援助 

PASONA CANADA, INC. Toronto,Canada 
千カナダドル 

300 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 商標の許諾 

Pasona Education Co. 

Limited 
Hong Kong,China 

千香港ドル 

1,500 
その他の事業 100.00 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

PASONA EUROPE LIMITED London,UK 
千英ポンド 

40 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

資金援助 

PASONA ASIA CO., LIMITED Hong Kong,China 
千香港ドル 

320 

人材派遣・請負、

人材紹介事業  
100.00 商標の許諾 

Pasona MIC, Inc. 

                   (注)８ 
Chicago,USA 

千米ドル 

700 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 

60.00 

(60.00) 

商標の許諾 

役員の兼任１名 

MGR Search and Selection 

CO., LTD. 

             (注)９ 

Taipei,Taiwan 
千新台湾ドル 

7,000 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 

67.00 

(67.00) 
役員の兼任１名 

Pasona Human Resources 

(Shanghai) Co., Ltd. 

             (注)10 

Shanghai,China 
千米ドル 

125 

人材派遣・請負、

人材紹介事業 

70.00 

(70.00) 

商標の許諾 

役員の兼任２名 

Pasona Management 

Consultancy (Shenzhen) 

Co., Ltd. 

            (注)10 

Shenzhen,China 
千香港ドル 

100 
その他の事業 

100.00 

(100.00) 
― 
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(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   ２ 「議決権の所有割合」欄の括弧内は内数であり、間接所有による議決権の所有割合を示しております。 

   ３ 特定子会社であります。 

   ４ 有価証券報告書の提出会社であります。 

   ５ 議決権の所有割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため連結子会社としております。 

   ６ 株式の追加取得により持分法適用関連会社から連結子会社となっております。 

   ７ 議決権の所有割合は、株式会社ベネフィット・ワンが所有する議決権の割合であります。 

   ８ 議決権の所有割合は、Pasona N A Inc.が所有する議決権の割合であります。 

   ９ 議決権の所有割合は、Pasona Taiwan Co.,Ltd.が所有する議決権の割合であります。 

   10 議決権の所有割合は、PASONA ASIA CO.,LTD.が所有する議決権の割合であります。 

   11 当グループの連結子会社の中で、国内の証券市場に公開している会社は次のとおりであります。 

  東証２部：株式会社ベネフィット・ワン 

  ＪＡＳＤＡＱ：株式会社パソナテック 

  

  

名称 住所 
資本金 

（百万円）

主要な事業 

の内容 

議決権の 

所有割合 

（％）

関係内容 

（持分法適用関連会社） 

株式会社パソナ中九州 熊本県熊本市 100 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
49.00 

ロイヤリティの受取  

役員の兼任２名  

株式会社パソナ長崎 長崎県長崎市 70 
人材派遣・請負、 

人材紹介事業 
46.43 

ロイヤリティの受取  

役員の兼任２名  

株式会社イー・スタッフィング 東京都千代田区 330 その他の事業 33.33 役員の兼任１名  

株式会社全国試験運営センター 東京都豊島区 75 
アウトソーシング

事業 
20.00 ― 

エグゼキューブ株式会社 

           (注)７ 
東京都港区 140 

アウトソーシング

事業 

33.50 

(33.50) 
― 
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(1) 連結会社の状況 

平成20年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は全連結会社の就業人員の合計であり、臨時従業員数は最近１年間の平均就労人数を括弧内に外数

で記載しております。 

２ 前連結会計年度に比べ従業員数が521名増加しておりますが、この増加の大部分は業務拡大に伴う採用数の

増加によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年５月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は平成19年12月の当社設立から平成20年５月までの平均就労人員

を括弧内に外数で記載しております。 

２ 平均勤続年数の算定にあたっては、当社連結子会社からの転籍者については当該会社の勤続年数を通算して

おります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

人材派遣・請負、人材紹介事業 2,823 （667） 

再就職支援事業 97 （191） 

アウトソーシング事業 419 （315） 

その他の事業 164 （130） 

全社 144 （32） 

合計 3,647 （1,335） 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

144 (32) 40.1 6.0 6,096 
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平成20年８月20日

株 式 会 社 パ ソ ナ グ ル ー プ 

         取  締  役  会   御  中 

  

                  監査法人 ト ー マ ツ 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社パソナグループの平成19年６月１日から平成20年５月31日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社パソナグループ及び連結子会社の平成20年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月25日開催の取締役会において自己株式の

取得について決議し、自己株式の取得を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 
  

独立監査人の監査報告書

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   桃 崎 有 治 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   中 井 新太郎 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   中 原   健 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 

─ 172 ─



 

  

平成20年８月20日

株 式 会 社 パ ソ ナ グ ル ー プ 

           取  締  役  会   御  中 

  

                                   監査法人 ト ー マ ツ 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社パソナグループの平成19年12月３日から平成20年５月31日までの第１期事業年度

の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社パソナグループの平成20年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年７月25日開催の取締役会において自己株式の

取得について決議し、自己株式の取得を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上
  

 
  

独立監査人の監査報告書

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   桃 崎 有 治 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   中 井 新太郎 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   中 原   健 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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